
 所在地

 設立年月日
 設立年月日

昭和47年 6月 農業公社設立
昭和47年 9月 農地保有合理化法人として指定
平成 7年 6月 青年農業者等育成センターとして指定
平成24年 4月 公益財団法人高知県農業公社に移行
平成26年 3月 農地中間管理機構として指定

Ⅰ 正味財産増減計算書 Ⅱ 貸借対照表

経常収益 a
基本財産運用益
特定資産運用益
受取会費
事業収益
受取補助金
受取寄附金
その他収益

経常費用 令和６年度の主な事業と事業費 （単位：千円）

事業費 g
うち減価償却費

管理費
うち減価償却費

その他費用
 当期経常増減 c=a-b
経常外収益
経常外費用 Ⅲ 給与等支給状況
 当期経常外増減 d

 当期一般正味財産増減額 e=c+d
指定正味財産増減の部
受取寄付金
一般正味財産への振替

　 当期指定正味財産増減額 f

 当期正味財産増減額 e+f
正味財産期末残高

Ⅳ 県の財政支出状況

農地の利用集積の促進や農地活用推進を行う事業

Ⅴ 負債の部のうち県の支援状況 （単位：千円） Ⅵ 役職員の状況

(１)役員数 (２)職員数

常勤役員
うち県派遣職員

うち県職員OB

非常勤役員
うち県職員

うち県職員OB

法人名： 公益財団法人 高知県農業公社 主管課名： 農業担い手支援課

所 在 地 　高知市丸ノ内一丁目７番52号　高知県庁西庁舎３階 基 本 財 産 5,000 千円
電 話 番 号 　０８８－８２３－８６１８ F A X番号 　０８８－８２４－８５９３ う ち 県 出 資 5,000 千円
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 　ＵＲＬ：http://www.kochi-apc.or.jp 県 出 資 率 100.0 ％

設立年月日 昭和47年６月１日 代表者職氏名 　理事長　　池上　隆章
沿 革

千円
千円

（単位：千円） （令和５年度決算 ／ 単位：千円）

４年度決算 ５年度決算 ６年度予算 資産の部 120,672 負債の部 7,088
一般正味財産増減の部 流動負債 5,919

208,372 182,168 223,259 固定負債 1,169
1 0 1 正味財産の部 113,584
0 0 0 うち一般正味財産 66,083
0 0 0 うち基本財産 5,000 うち指定正味財産 47,501

93,923 83,314 111,264
113,748 96,853 111,294

0 0
700 2,001 700

b 208,506 181,876 223,622
197,786 171,720 213,037 事　　　　業　　　　名 事　業　費

0 62 農地中間管理事業(公１) 149,768
10,720 10,156 10,585 その他事業(公１)(農地流動化支援・新規就農者農地確保) 61,103

0 0 農地流動化支援事業・新規就農総合対策事業(公２) 1,530
0 0 県公社経営改善支援費(共通) 636

▲ 134 292 ▲ 363 事業費合計 ＝ ｇ 213,037
0 0 0
0 2,560 0 （令和５年度決算 ／ 単位：千円）

0 ▲ 2,560 0 報酬を支払っている役員数 1人
▲ 134 ▲ 2,268 ▲ 363 報酬総額　（年額） 5,364

0 0 報酬を支払っている役員数 1人
0 0 報酬総額　（年額） 270
0 0 平均年齢　（R6.3.31時点） 56歳
0 0 平均給与　（年額） 3,738

▲ 134 ▲ 2,268 ▲ 363 平均賞与　（年額） 1,027
76,249 113,584 75,874 ※県等からの派遣職員及び臨時・嘱託・非常勤職員等を除く

（単位：千円）
４年度決算 ５年度決算 ６年度予算 備 考 （主な目的・内容）

補助金・負担金 113,748 96,853 111,294
貸付金 0 0 0
委託料 0 0 0

計 113,748 96,853 111,294

（令和６年４月１日現在 ／ 単位：人）

４年度末 ５年度末

理事 監事 計 プロパー職員 2
1 0 1 県派遣職員 1
0 0 0 県以外からの派遣 0
1 0 1 県職員OB 0
4 2 6 任期付職員・その他 0
1 0 1 小　　　計 3
0 1 1 嘱託・非常勤等 0

 計 5 2 7 臨時職員 22

合　　  計 25

備考：

（県以外の主な出資者）

流動資産 58,852

固定資産 61,820

資産 計 120,672 負債正味財産計 120,672

常勤役員

非常勤役員

職員　（※）

県貸付金残高
2,658 0 

債務保証残高
0 0 

損失補償残高
0 0 

臨時職員のうち、県職員OBは６名

設
立
目
的

　高知県における農業の振興を図るため、農地の
流動化、農業基盤の整備、農業の担い手育成確
保、農業構造の改善等を推進し、農業者の経済的
社会的地位の向上並びに地域社会の発展及び県
土の有効利用に寄与することを目的とする。

事
業
内
容

（１）効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農地の利用集
積を促進する農地中間管理事業
（２）農地売買等事業などの実施により農地の流動化を促進する農
地流動化事業
（３）新規就農者支援を行うための新規就農総合対策事業


